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１．はじめに 

調査・設計業務の調達においては、価格及び

技術が総合的に優れた内容の契約がなされる

よう総合評価落札方式が導入され、2010年度に

は調達件数の約4割に至るまで拡大している。 

国総研では、総合評価の実施状況を継続的に

分析し運用改善に取り組んでおり、2010年度の

取りまとめ成果について報告する。 

 

２．落札者、業務成績の状況について 

技術点1位の者が落札した割合は、昨年度を

3％上回る87.3％となった。また、落札者の技

術点平均は47.4点（60点満点）まで上昇してお

り、落札者を含めた評価値上位3者の技術点差

も5.5点の僅差にある等、高いレベルで技術力

競争が行われていることがうかがえる。 

業務成績を見ると、総合評価の評定点平均は

75.5点で、価格競争と比べて1.5点高い。また、

技術点の比率が上がるほど成績評定点も高く

なる傾向がある。1：3業務では75.9点と、プロ

ポーザルの76.1点と同等の結果となった。 

 

３．履行確実性評価の実施状況について 

 調査・設計業務においても、過当競争の激化

から低入札が数多く発生している。これら低入

札業務には高得点の業務成績の割合が低い傾

向があり、技術提案の内容が履行されていない

懸念があることから、低入札価格調査を強化す

ると共に、2010年5月から「技術提案の履行確

実性の評価」を導入した。 

これは、ヒアリングや追加の調査書類等を基

に技術提案の確実な履行の確保について審査

するもので、①業務内容に対応した費用計上、

②担当技術者への適正な報酬、③品質管理体制

の確保、④再委託先への支払いの適正さの4項

目の評価結果に応じて、技術提案評価点を減点

する仕組みである。 

予定価格が2,000万円を超える業務566件に

適用したところ、調査基準価格を下回った者と

の契約は3件のみとなった。総合評価全体での

低入落札発生率も昨年度の11.2％から2010年

度は7.2％まで減少し、低入札に対して一定の

抑制効果が認められる結果となった。 

2011年度からは1,000万円を超える業務に適

用を拡大しており、引き続きフォローアップを

行い、その効果及び実施状況を検証していく。 
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図１ 低入落札の発生率の推移 

 

４．成果の活用 

 これらの研究は「平成22年度年次報告書」「検

討成果とりまとめ」等として研究室ホームペー

ジ内に掲載しているので、ご参照頂きたい。 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/theme03.html 

調査 ・ 設計業務における
総合評価落札方式の実施状況について

総合技術政策研究センター　

建設マネジメント技術研究室　室長 森田　康夫　部外研究員 深澤　竜介
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１．はじめに

海外では、建設コンサルタントと建設会社の企

業連合（コンソーシアム）を活用したデザインビ

ルドの工事が多く実施されている。そこで、設計・

施工一括発注方式等におけるコンソーシアムの活

用が国内工事においても導入されることは、各種

手続きの習熟や対応能力の向上により、建設産業

の海外市場における工事への参加促進に繋がると

期待される。また、設計部門を持たない建設会社

がコンソーシアムとして参加することが可能とな

るため、国内の設計・施工一括発注方式等による

工事への競争参加者の拡大と、それによる工事品

質の向上が期待される。

国土技術政策総合研究所では、国内の設計・施

工一括発注方式等による工事にコンソーシアムに

よる参加を可能とする手続き等を規定する参考と

して、「国際的な発注・契約方式の活用に関する

懇談会」において策定される運用ガイドライン

(案)の原案を検討したので、その概要を紹介する。

図１ コンソーシアムの形態

２．運用ガイドライン(案)の概要

①コンソーシアムの形態

コンソーシアムとは、建設会社と工事の設計に

ついて委託される建設コンサルタントによって構

成されるグループの形態とする。（図1参照）

②対象工事

対象工事は、設計・施工一括発注方式及び詳細

設計付工事発注方式を適用させる土木関係工事と

する。

③主な規定

・コンソーシアムによる参加の場合には、建設会

社に課する参加要件に加え、建設コンサルタン

トにも参加要件を課す。

・設計に関する技術者として、管理技術者、設計

主任技術者及び照査技術者の配置を求める。

・総合評価落札方式における技術提案として、設

計に関する技術提案も求め評価する。

・コンソーシアムによる参加の場合には、建設会

社に対する工事成績とは別に、建設コンサルタ

ントに対し設計部分の業務成績評定を実施する。

・コンソーシアムによる参加の場合には、建設コ

ンサルタントからの見積書の写しを発注者に提

出させることとし、契約後、当該見積額による

契約・支払について建設会社に対して履行を求

め、適正な理由なしに履行されない場合は工事

成績を減点する。

【参考】

運用ガイドライン(案)の詳細については、国総

研ホームページの下記ＵＲＬを参照いただきたい。

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/kokusai.html 

・施工計画策定 ・資機材の調達
・専門工事業の選定 ・安全管理
・施工 ・監理

・設計条件の整理 ・設計の実施
・照査 ・（追加地質調査）

（設計者）
☆☆建設コンサルタント

○○工事に
関する契約書

○○設計業務に
関する契約書
（設計の委託）

（施工者）
□□建設会社

技術
提案

設計部分
も含めた
提案

コンソーシアム

（発注者）
・指示、承諾 ・設計の検査
・工事目的物の検査 ・修補請求

- 108 -

国
づ
く
り
を
支
え
る
総
合
的
な
手
法
の
確
立

6.

成果の活用事例


